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公共工事等の前払金制度実施要綱 

 

 
〔昭和４０年 ８月２８日 監第２０５６号〕 

改正〔昭和５２年 ５月２７日 監第 ３５４号〕 

〃〔昭和５４年 ７月２４日 財第 ４０１号〕 

〃〔昭和６２年 １月１４日 財第  １８号〕 

〃〔平成 ８年 ６月１４日 監第 ７４９号〕 

〃〔平成１０年１１月３０日 監第１４６３号〕 

〃〔平成１１年 ３月２４日 監第 ３１５号〕 

〃〔平成１５年 ３月２８日 監第 ５０１号〕 

〃〔平成１６年 ３月２５日土管第 ３００号〕 

     〃〔平成２７年 ３月 ２日土管第 １５８号〕 

〃〔平成２８年 ７月２１日土管第 ５０４号〕 

〃〔平成２９年 ４月１７日土管第 ３０１号〕 

〃〔平成３０年 ４月２４日土管第 ３５９号〕 

〃〔平成３１年 ４月２２日土管第 ４７０号〕 

〃〔令和 ２年 ４月２７日土管第 ４１１号〕 

〃〔令和 ３年 ４月２８日土管第 ４００号〕 

〃〔令和 ４年 ４月２８日土管第 ２０５号〕 

  

 

 工事等で請負に付するものについては、「公共工事の前払金保証事業に関する法律」第

５条の規定に基づき、登録を受けた保証会社の保証に係る工事等に限り、次に掲げる範

囲および割合において、前払金の特約をすることができる。 

 

１～７ （略） 

 

８ 附則 

（１）～（３）（略） 

（４）平成２８年４月１日から令和４年３月３１日までに新たに請負契約を締結する工

事に係る前払金（２の（１）（イ）に定めるものに限る。）で、令和４年３月３１日

までに払い出しが行われるものの１の（１）の適用については、１の（１）中「、

労働者災害補償保険料および保証料」とあるのは「および現場管理費ならびに一般
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〔昭和４０年 ８月２８日 監第２０５６号〕 

改正〔昭和５２年 ５月２７日 監第 ３５４号〕 

〃〔昭和５４年 ７月２４日 財第 ４０１号〕 

〃〔昭和６２年 １月１４日 財第  １８号〕 

〃〔平成 ８年 ６月１４日 監第 ７４９号〕 

〃〔平成１０年１１月３０日 監第１４６３号〕 

〃〔平成１１年 ３月２４日 監第 ３１５号〕 

〃〔平成１５年 ３月２８日 監第 ５０１号〕 

〃〔平成１６年 ３月２５日土管第 ３００号〕 

     〃〔平成２７年 ３月 ２日土管第 １５８号〕 

〃〔平成２８年 ７月２１日土管第 ５０４号〕 

〃〔平成２９年 ４月１７日土管第 ３０１号〕 

〃〔平成３０年 ４月２４日土管第 ３５９号〕 

〃〔平成３１年 ４月２２日土管第 ４７０号〕 

〃〔令和 ２年 ４月２７日土管第 ４１１号〕 

〃〔令和 ３年 ４月２８日土管第 ４００号〕 

 

 

 

 工事等で請負に付するものについては、「公共工事の前払金保証事業に関する法律」第

５条の規定に基づき、登録を受けた保証会社の保証に係る工事等に限り、次に掲げる範

囲および割合において、前払金の特約をすることができる。 

 

１～７ （略） 

 

８ 附則 

（１）～（３）（略） 

（４）平成２８年４月１日から令和４年３月３１日までに新たに請負契約を締結する工

事に係る前払金（２の（１）（イ）に定めるものに限る。）で、令和４年３月３１日

までに払い出しが行われるものの１の（１）の適用については、１の（１）中「、

労働者災害補償保険料および保証料」とあるのは「および現場管理費ならびに一般
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管理費等のうち当該工事の施工に要する費用」と読み替えるものとする。この場合

において、現場管理費および一般管理費等のうち当該工事の施工に要する費用に相

当する額に係る前払金については２の（１）（イ）に定める範囲内の額の１００分

の２５を上限とする。 

 

 

 

附則 

この要綱は、昭和６２年２月１日から施行する。 

   

附則 

 この要綱は、平成１０年１２月１日から施行する。  

   

附則 

 この要綱は、平成１１年４月１日から施行する。 

   

附則 

 この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

   

附則 

 この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

   

附則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

附則 

 この要綱は、平成２８年８月１日から施行する。 

 

附則 

 この要綱は、平成２９年５月１日から施行する。 

 

附則 

 この要綱は、平成３０年５月１日から施行する。 

 

附則 

管理費等のうち当該工事の施工に要する費用」と読み替えるものとする。この場合

において、現場管理費および一般管理費等のうち当該工事の施工に要する費用に相

当する額に係る前払金については２の（１）（イ）に定める範囲内の額の１００分

の２５を上限とする。 

 

 

 

附則 

この要綱は、昭和６２年２月１日から施行する。 

   

附則 

 この要綱は、平成１０年１２月１日から施行する。  

   

附則 

 この要綱は、平成１１年４月１日から施行する。 

   

附則 

 この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

   

附則 

 この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

   

附則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

附則 

 この要綱は、平成２８年８月１日から施行する。 

 

附則 

 この要綱は、平成２９年５月１日から施行する。 

 

附則 

 この要綱は、平成３０年５月１日から施行する。 

 

  附則 
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 この要綱は、令和元年５月１日から施行する。 

 

 附則 

 この要綱は、令和２年５月１日から施行する。 

 

 附則 

 この要綱は、令和３年５月１日から施行する。 

 

 附則 

 この要綱は、令和４年５月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 この要綱は、令和元年５月１日から施行する。 

 

 附則 

 この要綱は、令和２年５月１日から施行する。 

 

 附則 

 この要綱は、令和３年５月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



公共工事等の前払金制度実施要綱 新旧対照表 
改 正 後（R4.5.1～） 改 正 前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記様式第１号

　　年　　月　　日

様

(受注者名)

自

至

\

事務所長  

住所:

工事請負契約約款第34条第4項に基づき、下記工事の中間前金払の認定を請求します。

記

契 約 日 :

商号または名称:
代表者名:

認　　定　　請　　求　　書

工 事 名 :

工 期 :

工 事 場 所 :

請 負 代 金 額 :

別記様式第１号 

認 定 請 求 書 

 

工 事 名 
 

工事場所      
 

契約年月日 年  月  日 

工   期 年  月  日 から    年  月  日 まで 

請負代金額           円 

摘   要 
 

 上記の工事について、中間前金払の支払を請求したいので、要件を具備してい

ることを認定されたく請求します。 

 

      年  月  日 

 

 

               請負者 住 所 

                    氏 名      印 

 

   

 福井県知事          殿 

  （   所長） 
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別記様式第２号

　　　　

　　　を具備していることを認定する。

年　　月　　日

(　　　事務所長)

認　　定　　調　　書

契約の相手方

工 事 名

工　　　 期 自 至

　上記の工事について、その進捗を調査したところ、中間前金払をすることができる要
件を具備していることを認定する。

契 約 金 額 \

摘　 　　要
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別記様式第３号

金

ただし、 工事
の前払金として

店

　　年　　月　　日

様

(受注者名)

※振込金融機関名は、保証証書記載の預託金融機関名と同一であること。

発行責任者 連　絡　先

担　当　者 連　絡　先

※受注者の押印は省略することができるが、その場合には、発行責任者および担当
者（同一でも可）の氏名、連絡先を記載すること。

印
商号または名称:

代表者名:

振込希望金融機関名:

預金の種別:

事務所長

住所:

口座名義:

振込指定コード番号:

上記金額請求します。

前払金支払請求書

フリガナ:

円也

口座番号:

銀行 金庫

別記様式第３号 

 

前 払 金 支 払 請 求 書 

 

 

   金             円也 

 

   ただし、下記工事の前払金として 

 

記 

 

 工 事 名                  

 工 事 場 所                       

 契 約 金 額        金         円也 

 契約年月日       年  月  日 

 

   振込金融機関      銀行      店 別口普通預金 

 

 上記金額請求します。 

      年  月  日 

 

   福井県知事           殿 

  （   所長） 

 

                      （住所） 

                      （氏名）            ㊞ 

 

 

※振込金融機関名は、保証証書記載の預託金融機関名と同一であること。 


